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_ 生活に関する相談及び指導に関する事項について
ホームレスに対する生活相談や生活指導を効果的に進めるためには、個々のホームレスの

ニーズに応じた対応が必要であり、このようなニーズに的確に応えられるよう、以下のような
関係機関の相互連携を強化した総合的な相談体制の確立が必要である。
ア 福祉事務所を中心として、関係機関や救護施設（生活保護法（昭和25年法律144号）第38

条第２項の救護施設をいう。）等の社会福祉施設が相互に連携して総合的な相談及び指導体制
を確立する。
その際、それぞれの相談機能に応じて必要な人材を確保するとともに、研修等により職員
の資質向上を図る。
イ ホームレスは、路上（野宿）生活により健康状態が悪化しているケースが多く、身体面は
もちろん、精神面においても対応が必要な場合がある。このため、健康相談として身体面の
ケアだけでなく、特にホームレスに対する心のケアについても精神保健福祉センターや保健
所と連携して行う。また、巡回相談の実施に当たっては、必要に応じて精神科医等の専門職
の活用を検討する。
ウ 各地方公共団体は、ＮＰＯ、ボランティア団体等の民間団体をはじめ、民生委員、社会福
祉協議会、社会福祉士会及び地域住民との連携による積極的な相談事業を実施し、具体的な
相談内容に応じて福祉事務所や公共職業安定所等の関係機関への相談につなげる。
また、洪水等の災害時においては、特にホームレスに被害が及ぶおそれがあることから、
平時から、公共の用に供する施設を管理する者との連携を図る。
エ 相談を受けた機関は、生活相談だけでなく、相談結果に応じてシェルターの利用案内、自
立支援センターへの入所指導、その他福祉及び保健医療施策の活用に関する助言、多重債務
問題等専門的な知識が必要な事例に対する専門の相談機関の紹介や具体的な指導を行うとと
もに、関係機関に対し連絡を行う。

` ホームレス自立支援事業及びホームレスの個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事
業について
ア ホームレス自立支援事業について
ホームレスに対し、宿所及び食事の提供、健康診断、生活に関する相談及び指導等を行い、
自立に向けた意欲を喚起させるとともに、職業相談等を行うことにより、ホームレスの就労
による自立を支援するホームレス自立支援事業を実施する。
Ê ホームレス自立支援事業は、自立支援センターの入所者に対し、宿所及び食事の提供等、
日常生活に必要なサービスを提供するとともに、定期的な健康診断を行う等必要な保健医
療の確保を行う。

Ë ホームレス自立支援事業においては、個々のホームレスの状況に応じた自立支援プログ
ラムの策定等を行い、また、公共職業安定所との密接な連携の下で職業相談を行う等、積
極的な就労支援を行う。

Ì ホームレス自立支援事業においては、社会生活に必要な生活習慣を身につけるための指
導援助を行うとともに、住民登録、職業あっせん、求人開拓等の就労支援、住居に係る保
証人の確保、住宅情報の提供その他自立阻害要因を取り除くための指導援助を行う。

Í 自立支援センターの退所者、特にアパート確保による就労退所者に対しては、その再路
上化を防ぐため、個々の状況に応じた多面的なアフターケアに十分配慮するとともに、就
労による退所後においても、必要に応じて自立支援センターで実施している研修等を利用
できるように配慮する。また、入所期間中に就労できなかった者に対する必要な支援の実
施にも努める。

Î ホームレス自立支援事業の実施主体については、市町村に限ることなく、都道府県も対
象としていることから、広域的な事業の展開を図る。また、事業運営については、社会福
祉法人への委託を行う等、民間団体の活用を図る。

Ï 国は、ホームレスの自立支援としての効果や入所者への処遇の確保に十分配慮しつつ、
地方公共団体が取り組みやすいような事業の推進に努める。

Ð 自立支援センター等の設置に当たっては、地域住民の理解を得ることが必要であり、地
域住民との調整に十分配慮するとともに、既存の公共施設や民間賃貸住宅等の社会資源を
有効に活用することを検討する。

イ 個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業について
ホームレスとなるに至った要因としては、倒産・失業等の仕事に起因するものや、病気や
けが、人間関係、家庭内の問題等様々なものが複合的に重なり合い、さらに、社会生活への
不適応、借金による生活破たん、アルコール依存症等の個人的要因も付加されて複雑な問題
を抱えているケースも多い。このため、ホームレスの個人的要因を十分に把握しながら、ホー
ムレスの状況や年齢に応じ、以下のような効果的な支援を実施する必要がある。
Ê 就労する意欲はあるが仕事が無く失業状態にある者については、まずは、就業の機会の
確保が必要であり、職業相談、求人開拓等の既存施策を進める等、各種の就業対策を実施
する。
また、直ちに常用雇用による自立が困難なホームレスに対しては、地方公共団体におい
てＮＰＯ等と連携しながら、中間的就労の場や多種多様な職種の開拓等に関する情報収集
及び情報提供等を行う。
さらに、自立支援センターの入所者に対しては、職業相談等により、就労による自立を
図りながら、自立支援センターに入所していない者に対しては、総合的な相談事業の実施
により、雇用関連施策と福祉関連施策の有機的な連携を図りながら、きめ細かな自立支援
を実施する。

Ë 医療や福祉等の援助が必要な者については、保健所における巡回検診や福祉事務所にお
ける各種相談事業等を積極的に行うとともに、無料低額診療事業を行う施設の積極的な活
用等の対応の強化を図る。このうち、疾病や高齢により自立能力に乏しい者に対しては、
医療機関や社会福祉施設への入所等既存の施策の中での対応を図る。

Ì 路上（野宿）生活期間が長期間に及んでいる者に対しては、粘り強い相談活動を通じ、
社会との接点を確保する等、社会生活に復帰させるよう努める。
なお、現状としては、一度ホームレスになり、その期間が長期化した場合、脱却が難し
くなるという実態があることから、できる限り路上（野宿）生活が早期の段階で、巡回相
談により自立支援につながるように努める。

Í 若年層のホームレスに対する支援については、近年の雇用環境の変化を受けて、直ちに
一般就労が難しい者に対しては中間的就労に取り組んでもらうため、ＮＰＯ等と連携しな
がら、このような中間的就労の場の推進・充実を図る。

Î 女性のホームレスに対しては、性別に配慮したきめ細かな自立支援を行うとともに、必
要に応じて、婦人相談所や婦人保護施設等の関係施設とも十分連携する。このほか、ホー
ムレスの特性により、社会的な偏見や差別を受け弱い立場に置かれやすい者に対しては、
配慮を行うものとする。

Ï 上記以外にも、ホームレスは様々な個人的要因が複合的に絡み合った問題を抱えている
ため、個々のケースごとに関係機関との密接な連携の下、柔軟に対応する。

a ホームレスとなることを余儀なくされるおそれのある者が多数存在する地域を中心として行
われるこれらの者に対する生活上の支援について
ホームレスとなることを余儀なくされるおそれのある者としては、一般的には、現に失業状
態にある者、日雇労働等の不安定な就労関係にある者であって、定まった住居を失い、簡易宿
泊所や終夜営業店舗に寝泊まりする等の不安定な居住環境にある者が想定される。š
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